
脱炭素経営フォーラム
バリューチェーン全体での脱炭素化支援事業

＜業界団体 発表＞

百貨店業界における脱炭素への取組みと
ガイドラインの策定について

２０２５年３月５日



１．団体概要 ＜全体概要＞

■ 一般社団法人 日本百貨店協会の概要

設 立：1948年（昭和23年）3月16日

■ 主な事業
百貨店業（衣食住にわたる多種類の商品・サービスを取り扱う大規模小売店舗）

■ 会員数
百貨店会員数：72社 168店舗（2024年9月現在）
コラボレーション会員数：172社（2025年１月現在）

【参考】業界規模 (2024年12月末現在)

*1: 業界全体の規模 経済産業省「商業動態統計月報」調査対象となる百貨店(2024年12月末現在)前年比は店舗数調整後
 *2: 日本百貨店協会の規模は、2024年12月末現在における調査対象店舗数
 *3: 当協会の売上高が業界全体の売上高に占める割合は91.2%

■ 組織概要
常設委員会：8委員会（2025年2月現在）

※本案件は「環境・社会貢献委員会」（委員19社）にて検討

業界全体の規模*1 日本百貨店協会の規模*2

企業数 183事業所 70社178店舗

売上高（年間） 63,272億円
(前年比6.7%）

57,722億円*3
（前年比6.8％）
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 百貨店のサステナブル基本方針

 1．百貨店の企業行動指針

2．百貨店の人権方針

3．百貨店の商品調達基本方針

4．百貨店の環境保全に関する自主行動計画

5．百貨店のカーボンニュートラル実行計画

6．百貨店の社会貢献活動基本方針

7．百貨店の容器包装削減に向けた基本方針

8．百貨店店舗における労働環境改善に向けた行動指針

9．百貨店における外国人の受入れに関する基本指針

2．参加背景① ＜サステナビリティへの取組＞
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2．参加背景② ＜脱炭素社会の実現に向けて＞
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【百貨店業界のカーボンニュートラル行動計画】

■フェーズⅠ 2020年に向けた取組

■フェーズⅡ 2030年度に向けた取組

→2023年度実績値：基準年度比  41.7% 達成

店舗における消費原単位を目標年(2020年)において、基準年度(2013年

度)比6.8％減とする。

店舗における消費原単位を目標年(2030年)において、基準年度(2013年

度)比 26.5％減とする。
併せて店舗におけるエネルギー消費由来のCO2排出量を50％減とする。



2018年度より、会員企業のScope３に着手
2019年度からは、売上統計の商品及びサービスに関わるサプライチェーン
全体での温室効果ガスの排出量を推計

集計データ：日本百貨店協会売上高（18分類の商品及びサービスの売上高、従業員数）

「百貨店の環境対策に関する定期調査」並びに「店舗のエネルギー使用量実態調査」

2．参加背景③ ＜全国会員百貨店を対象にしたScope３実施＞

Scope１
（0％）

カテゴリ１
（62％）

カテゴリ9
（25％）

Scope3カテゴリ1内訳

衣料品

食料品

国立環境研究所が公開している「2005年版産業連関表による環境負荷原単位データブック（3EID）」を引用

Scope2
（4％）

Scope１
（0％）

■2022年度 算出結果
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会員百貨店 取引先

フォーマット提供

排出量・算定方法の回答

情報提供・算定依頼

会員百貨店
メリット

取引先
メリット

• １次データを使った算定の着手に向けたきっかけとなる
• 取引先への依頼フォーマットを自作する必要がなく、取引先への依頼を
スムーズに行うことができる

• 算定の着手に向けたきっかけとなる
• 百貨店各社から統一されたフォーマットで受け取ることにより、
情報提供や算定の負担が軽減となる

3．取組内容①  ＜本取組の意図＞

➢ Scope3カテゴリ1の削減には、取引先とのエンゲージメントを強化し、GHG排出量の

一次データを取得した上で、百貨店側のGHG排出量に適切に反映させることが重要。

これにより、取引先の削減努力を可視化し、効果的に反映させることが可能となる。

➢ 一方で、データ連携や削減に向けたエンゲージメントを進める際、百貨店各社が独自の

算定方法やエンゲージメント手法を用いると、取引先の負担が増大する。この課題に対

応するため、当協会として、一次データ算定のガイドラインおよびデータ連携フォーマット、

利用マニュアルを作成。算定への着手を促進するとともに、取引先の負担軽減、基準の

統一化を図る。

6



3．取組内容②  ＜ガイドラインの位置付け＞

➢当業界では、２次データを使用した算定にこれから取り組む企業、２次データを使用し

た算定が済み、次に１次データを使用した算定に取組みたい企業の２種類の企業が

存在。前者に対しては、一定指針※１は示されているが、１次データを使用した算定に

対しては、公的ガイドライン・指針が示されていない状況。

➢今回、１次データを使用した算定について、ひとつの考え方を示すことを目的として、業

界としてガイドラインおよび算出のための共通フォーマットを作成した。

未算定 ２次データを使用した算定 １次データを使用した算定

※１ 指針
➢環境省・経済産業省 『サプライチェーンを通じた温室効
果ガス排出量算定に関する基本ガイドライン (ver.2.6) 』

➢日本チェーンストア協会・一般社団法人日本百貨店協
会・社団法人日本フランチャイズチェーン協会 『サプライ
チェーンを通じた温室効果ガス排出量の算定方法基本ガ
イドラインに関する業種別解説（小売業）(ver.1.0) 』

本ガイドラインのカバー範囲

➢ ガイドラインは、当協会が環境省が実施する「令和６年度バリューチェーン全体での脱炭素化推進モデル事業」に参加し、

環境・社会貢献委員会にて検討。 ＜検討メンバー＞日本百貨店協会 環境・社会貢献委員会 企画ワーキング
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3．取組内容③  ＜ガイドラインの位置付け＞
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『百貨店業界におけるサプライチェーン
の排出量 Scope3カテゴリ1 一次
データの活用に関するガイドライン』 『算定フォーマット』(エクセル)

『フォーマット使用マニュアル』



3．取組内容④  ＜本取組の目的、ゴールイメージ＞

会員百貨店取引先

Scope1,2,3の
削減

➢ 本取組では、取引先のGHG排出量データ（１次データ）を取得し、取引先の削減努力を百貨店側のGHG排出量に反映す

ることを目的とし、最終的には百貨店と取引先が同じビジョンをもって削減施策に向かっていけることをゴールとしています

会員百貨店取引先会員百貨店

取引先
売上

GHG
排出量

両者が協業し合い、
各々の削減に取組んだ結果、

業界としてのカーボンニュート
ラルの達成へ前進していく
（連携削減、自社取組 等）

会員百貨店取引先

Scope1,2,
3の削減

➢本取組では、取引先のGHG排出量データ（１次データ）を取得し、取引先の削減努

力を百貨店側のGHG排出量に反映することを目的とし、最終的には百貨店と取引先が

同じビジョンをもって削減施策に向かっていけることをゴールとする

Scope3
カテゴリ1の
削減

１次データ
取得

１次データを使用した算定により
取引先の削減努力を反映

会員百貨店取引先

AS-IS TO-BE
（今年度取組成果）

将来ビジョン

２次データを使用した算定
（売上増加するとGHGも増加）

削減に向けたビジョンを共有し、
持続可能な社会・経済の実現に寄与

１次データ
依頼

会員百貨店

金額ベースの
2次算定

例）省エネ、
商品仕様変更 等売上増加するとGHGも増加

取引先の
削減を反映

両者が協業し合い、
各々の削減に取組んだ結果、
業界としてのカーボンニュートラ
ルの達成へ前進していく

（連携削減、自社取組 等）

取引先
売上

GHG
排出量
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➢本ガイドラインでは、１次データを活用の考え方として、百貨店の取扱い商品点数が膨

大であるという業界特性と、取引先側の算定の難易度を踏まえて、「組織データに基づ

く算定：企業別排出原単位を取得」の手法を採用することとした

本ガイドラインで採用する考え方

製品ベースの算定：
カーボンフットプリント（CFP）を取得

組織データに基づく算定：
企業別排出原単位を取得

概要

特
徴

精
度

• 一般的には算定結果の精度は高いとされる
• 製品固有の削減施策が反映されやすい

• 一般的には算定結果の精度は低いとされる

運
用
負
荷

百貨店側：商品別でデータ連携、算定が必要となる
取引先側：CFPの算定は一般的に難易度が高いとさ
れる

百貨店側：取引先ごとのデータ連携、算定で実施可
能
取引先側：CFPと比較して難易度が低いとされる

商品A仕入数量 商品A CFP×

商品B仕入数量 商品B CFP×

商品C仕入数量 商品C CFP×

←取引先から取得

←取引先から取得

←取引先から取得

取引先A仕入金額
取引先A

企業別排出原単位
×

取引先B仕入金額
取引先B

企業別排出原単位
×

取引先C仕入金額
取引先C

企業別排出原単位
×

←取引先から取得

←取引先から取得

←取引先から取得

3．取組内容⑤  ＜本ガイドラインの考え方＞
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➢ 本ガイドラインでは、Scope3のカテゴリ１について仕入金額をベースに算定する方法を採用。

➢ 取引先から必要な１次データ（企業別排出原単位※）が取得できる場合、その取引先からの

仕入金額に対応する排出量の算定には１次データを採用 →【A】
※【企業別排出原単位】＝【Scope1+2+Scope3（カテゴリ1-8）】÷【売上金額】

➢ 取引先から必要な１次データが取得できない場合、その取引先からの仕入金額に対応する排

出量の算定には、従来どおり、商品毎の仕入金額と２次データ（排出原単位）を採用→【B】

【A】
取引先X

【B】
【A】以外
の

仕入商品
Y

総仕入
金額

１次
ﾃﾞｰﾀ

２次
ﾃﾞｰﾀ

取引先の

企業別排出原単位を

取得可能か？

取得不可

取得可
← Scope1-3排出量、売上
を取得できる取引先は企業
別排出原単位を作成し１
次データで算定

← Scope1-3排出量、売上
を取得できない取引先から
の調達商品は従来の通り
２次データを使用し算定

3．取組内容⑥  ＜本ガイドラインの考え方＞
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3．取組内容⑦  ＜作成にあたっての論点＞
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■企業別排出原単位の作成単位について

➢排出原単位の算出は、取引先の企業全体の温室効果ガス排出量

（Scope1,2およびScope3 カテゴリ1-8）と売上金額を使用

多くの企業では事業ごとの排出量を算定しておらず、データの入手も難しいため

■取引先から取得するデータの確認項目

➢排出量データや算定方法などの関連情報のみに限定
取引先の機密情報を守りつつ、データの取得がしやすい関連情報のみとした

■取引先から取得するデータの年度について

➢一年前のデータを使用することも許容

■対象となる取引先企業について

➢百貨店の全取引先が対象

→マニュアル内では、百貨店取引のウェイトが高いアパレル・食品を中心に例示



【参考資料】アパレルなどの非食品
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【参考資料】食品
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➢取引先からのデータの取得を含む１次データ活用の取組は、取引先への丁寧な説

明や対話を重ねながら、一歩一歩進めていく必要がある。作成にあたり、取引先業

界と意見交換を実施。今回作成したツールは、百貨店業界におけるエンゲージメン

トの一助となるものであり、各百貨店においても、取引先との丁寧なエンゲージメント

を進めて頂くことを期待している。

➢今回作成した各種ツールは、実際に使用した各社や取引先からの指摘等も踏まえ、

今後も更新・改善を行う。

➢また、当協会では、取引先との対話・意見交換の重要性を認識しており、各種ツー

ルの改善や業界間の連携、エンゲージメントの促進に向けて継続して対話・意見交

換を実施する。

➢ さらに、今後は2次データを活用したGHG排出量の算定について、既存の業種別

解説 『サプライチェーンを通じた温室効果ガス排出量の算定方法基本ガイドラインに

関する業種別解説（小売業）(ver.1.0) 』の内容を更新・アップデートする形での作

成を検討。

3．取組内容⑧  ＜今後の課題と対応＞
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ご清聴ありがとうございました
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